令和５年１２月１４日

地域包括ケア推進課作成


消費税法基本通達より抜粋
第６章　非課税範囲

　第７節　社会福祉事業等関係

【介護サービスの委託に係る取扱い】
６－７－４

介護保険法に規定する居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者又は介護保険施設等（以下6－7－4において「居宅サービス事業者等」という。）からの委託により、他の事業者が、法別表第二第7号イ《非課税となる介護保険に係る資産の譲渡等》に規定する資産の譲渡等に係る業務の一部（以下6－7－4において「委託業務」という。）を行う場合における当該委託業務は、居宅サービス事業者等に対して行われるものであるから、同号に規定する資産の譲渡等に該当しないことに留意する。（平12課消2－10により追加）


【参考】

国税庁ホームページURL:

　https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kihon/shohi/01.htm
インボイス制度に関するお問い合わせ

　　〇インボイスコールセンター：0120-205-553

　　　　　　　　　　　　　　　　9:00～17:00（土日祝祭日除く）

　　〇宮崎税務署：0985-29-2151

　　　　　　　　　8:30～17:00（土日祝祭日除く）

地域包括支援センターと居宅介護支援事業所との一部委託契約に基づく業務については、事業者間の取引であることから、消費税が課税される解釈になるとのこと。














